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九州圏における地域の存続・再生に関する調査検討委員会

九州圏における地域の存続・再生に関する調査

《平成19・20年度調査概要》



１．平成１９年度
 

調査の概要



■本調査の目的

■既存データからみた九州圏の状況

■現状の地域課題の検討

■自治体・NPOアンケート、現地調査項目の検

 
討

 
■調査の手法・進め方について

■本調査の目的

■既存データからみた九州圏の状況

■現状の地域課題の検討

■自治体・NPOアンケート、現地調査項目の検

 
討

■調査の手法・進め方について

１．平成１９年度

 
調査の概要

検討委員会の主な議題

第１回

■アンケート調査結果報告（地域の現状把握）

■課題の再整理、検討

■地域の特徴を踏まえての現地調査対象地の

選定

■アンケート調査結果報告（地域の現状把握）

■課題の再整理、検討

■地域の特徴を踏まえての現地調査対象地の

選定

第２回

平成20年1月18日
目標の確認・地域の現状

平成20年2月18日
アンケート結果中間報告・
現地調査対象地選定

調査業務フロー

12月

1月

2月

3月

基礎資料収集
統計データ・地域資源等の整理

基礎資料収集
統計データ・地域資源等の整理

現地調査
集落長等対象に調査を実施

現地調査
集落長等対象に調査を実施

ｱﾝｹｰﾄ調査結果概要報告
調査結果からみえる九州の現状

ｱﾝｹｰﾄ調査結果概要報告
調査結果からみえる九州の現状

社会実験企画・立案
結果を元に、社会実験を企画・立案

社会実験企画・立案
結果を元に、社会実験を企画・立案

■現地調査結果報告

・現地調査からみた地域の現状・課題

■課題への対応に向けた施策の検討

■社会実験の企画立案の検討

■検討委員会成果まとめ

■現地調査結果報告

・現地調査からみた地域の現状・課題

■課題への対応に向けた施策の検討

■社会実験の企画立案の検討

■検討委員会成果まとめ

第３回 平成20年3月21日
現地調査結果報告・成果まとめ
社会実験企画立案

広域地方計画へ反映

アンケート
市町村自治体、NPO法人を対象に実施

アンケート
市町村自治体、NPO法人を対象に実施

調査項目の設定
アンケート・現地調査項目を設定

調査項目の設定
アンケート・現地調査項目を設定

存続・再生の施策検討
地域の存続再生に向けた施策検討

存続・再生の施策検討
地域の存続再生に向けた施策検討

【背景】
九州圏では急速な人口減少・少子高齢化が進展。とり

 
わけ条件不利地域である離島・半島・中山間地域では集

 
落の存続・再生が深刻な課題。

【目的】
このような地域の実態を調査し、それぞれの課題に応じ

 
た存続・再生のための施策や支援のあり方等を検討し、

 
現在、策定中の九州圏広域地方計画へ反映。

調査の背景・目的

【九州圏全体からみた地域の現状把握】
・「人口減少・高齢化」の著しい地域は、中山間地・離島半島

 
等、アクセス条件の不利地域で多く見られた。

・集落の「人口減少・高齢化」は、「国土保全・地域資源」、

 
「地域産業・地域経済」「生活サービス」において、影響を

 
及ぼすことが確認された。

【自治体・NPO団体アンケート調査結果】
・集落維持に係わる課題の多くは「集落人口規模」、「高齢

 
化集落率」、「市町村役場までの所要時間」と関係がある。

・集落への「外部からの人的支援」等を円滑に行うための「イ

 
ンフラ整備」等を検討することも必要である。

【現地調査からみた地域の詳細把握】
・現地調査から集落における課題は、市場の縮小や社会

 
ニーズの変化に伴う「地域資産価値の低下」と人口減少・

 
高齢化による「人材・組織の低迷」の2点に分けられた。

【課題解決にむけた取組の構造】
・集落の課題の解決に向け、集落内の「人材組織の強化」及

 
び「地域資源・資産の価値向上」を図る必要がある。

・集落支援として「外部人材の投入」、「メニュープログラムの

 
開発」、「参加の場づくり」、「情報の利活用」、「仕組み・事

 
業制度の構築」を行う必要がある。

【社会実験企画の提案】
・課題解決に向けた集落支援施策を検討するため、「地域

 
産業・経済」、「生活サービス」、「地域コミュニティ交流」、

 
「国土資源保全」の４つのテーマに関する社会実験企画を

 
提案した。

調査のまとめ
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■人口1人当たり耕作放棄地

１）

 
九州圏全体からみた地域の現状把握

「人口減少・高齢化」の著しい地域は、中山間地・離島半島などの、アクセス条件が不利な地域で多く見られた。また、「人口

 
減少・高齢化」の著しい地域の多くは、生活サービスを享受する生活中心都市から距離が遠い傾向にあるほか、耕作放棄地面積

 
が増加するなどの課題がみられた。

■九州圏の人口減少率（Ｈ１７／Ｈ７） ■九州圏の高齢者率（Ｈ１７／Ｈ７）

資料：「国勢調査」総務省（Ｈ７年時点の市町村） 資料：「国勢調査」総務省（Ｈ７年時点の市町村）

■生活中心都市から３０分圏外の地域

資料：NITASによる分析

凡例

凡例

人口増減率（H7/H17）

0.56 - 0.81

0.82 - 0.91

0.92 - 0.97

0.98 - 1.05

1.06 - 1.32

H7年市町村界

 

生活中心都市から
30分圏外に位置する

 

市町村

高齢者の割合（％）

12.94 - 19.84

19.84 - 25.41

25.41 - 30.17

30.17 - 35.25

35.25 - 42.22

凡例

   

耕作放牧 （ ）

0.0 - 38.9

39.0 - 86.6

86.7 - 148.4

148.5 - 245.9

246.0 - 592.5

高齢化かつ人口減少が著しい地域

高齢化が著しい地域

人口減少が著しい地域

凡例
1人当り耕作放棄地

資料：「国勢調査」総務省（Ｈ７年時点の市町村） 2

人口減少が最も顕

 
著なのは、小値賀町

 
（長崎県）であり、0.77

 
となった。また姫島村

 
（大分県）や津久見市

 
（大分県）等の中山間

 
地域や離島で著しい

 
人口の減少がみられ

 
た。

基本的な生活機能

 
を持つ生活中心都市

 
（高校数1以上かつ救

 
急告示病院1以上）か

 
ら30分圏外に位置す

 
る市町村は、ほとん

 
どが離島・中山間地

 
域、半島部に位置す

 
る。

高齢者率が最も高

 
いのは矢部村（福岡

 
県）となり、42.2％と

 
なった。その他、西米

 
良村（宮崎県）、美郷

 
町（宮崎県）、宇検村

 
（鹿児島県）の高齢者

 
率が40％以上となる

 
など、中山間地域や

 
離島で高い傾向を示

 
す結果となった。

人口1人当たりの耕

 
作放棄地面積は、立

 
花町（福岡県）が

 
592.5m2と最も多く、次

 
いで大和村（鹿児島

 
県）が417.3m2となっ

 
た。また、十島村（鹿

 
児島県）、小値賀町

 
（長崎県）等の離島や

 
中山間地域が高い値

 
を示した。

(単位：ｍ２/人)



■最も困難な集落の地域文化の課題

資料：Ｈ１９年度自治体
アンケート調査結果

高齢化集落率

 

n=144 （複数回答）

集落人口規模

 

n=144 （複数回答）

集落の地域文化における課題をみると、人口規模が小さいほど、また高齢化集落率

 

が高いほど、地域文化の課題が増加する傾向にある。

40.040.020.020.00.0割合（％）

22110自治体数1000人以上

（n=5）

3.036.49.154.56.1割合（％）

400人以上1000人未満

（n=33）
1123182自治体数

6.029.919.452.23.0割合（％）

150人以上400人未満

（n=67）
42013352自治体数

2.625.623.156.412.8割合（％）

150人未満

（n=39）
1109225自治体数

EDCBA集落人口規模

40.040.020.020.00.0割合（％）

22110自治体数1000人以上

（n=5）

3.036.49.154.56.1割合（％）

400人以上1000人未満

（n=33）
1123182自治体数

6.029.919.452.23.0割合（％）

150人以上400人未満

（n=67）
42013352自治体数

2.625.623.156.412.8割合（％）

150人未満

（n=39）
1109225自治体数

EDCBA集落人口規模

0.015.030.075.010.0割合（％）

036152自治体数20％以上

（n=20）

11.523.130.846.27.7割合（％）

10％以上20％未満

（n=26）
368122自治体数

5.432.112.546.43.6割合（％）

10％未満

（n=56）
3187262自治体数

4.840.511.954.87.1割合（％）

無し

（n=42）
2175233自治体数

EDCBA高齢化集落率

0.015.030.075.010.0割合（％）

036152自治体数20％以上

（n=20）

11.523.130.846.27.7割合（％）

10％以上20％未満

（n=26）
368122自治体数

5.432.112.546.43.6割合（％）

10％未満

（n=56）
3187262自治体数

4.840.511.954.87.1割合（％）

無し

（n=42）
2175233自治体数

EDCBA高齢化集落率

〔凡例項目〕

A 神社・仏閣等が荒廃

B 伝統的催事、伝統芸能が衰退

C 生活・食文化が衰退

D 課題は特にない

E その他

各項目における割合の最上位

２）自治体・NPO団体アンケート調査結果

集落機能の維持が困難と自治体が認識した集落は、九州圏に６１０あることがわかった。また、集落維持が困難な集落では、

 
「自然環境・防災」、「産業」、「地域文化の継承」等について課題を有しており、その課題は「小規模集落」、「高齢化集

 
落」ほど深刻であることがわかった。

■小規模・高齢化が深刻な集落数 ■「最も困難な集落」の自然環境・防災の課題

資料：Ｈ１９年度自治体アンケート調査結果

資料：Ｈ１９年度自治体
アンケート調査結果

高齢化集落率

 

n=144

 

（複数回答）

集落人口規模

 

n=144

 

（複数回答）
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小規模・高齢化が深刻な集落の数は、鹿児島県が多く、次いで大分県となった。

項目
集落数

65歳以上人口
50％以上集落数

65歳以上人口70％
以上かつ20戸未満

集落数

集落機能の維持が
困難である集落数県別

福岡 4,180
82 3 11
2.0% 0.1% 0.3%

佐賀 2,034
17 1 7
0.8% 0.0% 0.3%

長崎 3,183
149 18 70
4.7% 0.6% 2.2%

熊本 4,487
205 28 43
4.6% 0.6% 1.0%

大分 4,505
498 68 110
11.1% 1.5% 2.4%

宮崎 3,068
151 22 15
4.9% 0.7% 0.5%

鹿児島 6,777
1,061 110 354
15.7% 1.6% 5.2%

九州圏 28,234
2,163 250 610
7.7% 0.9% 2.2%

集落の自然環境・防災における課題をみると、集落人口規模が小さいほど、高齢化

 

集落率が高いほど、自然環境・防災上の課題が増加する傾向にある。

■自治体アンケート調査結果

0.040.060.00.020.020.0割合（％）

023011自治体数1000人以上

（n=5）

3.018.239.436.412.121.2割合（％）

400人以上1000人未満

（n=33）
16131247自治体数

4.57.561.235.819.425.4割合（％）

150人以上400人未満

（n=67）
3541241317自治体数

0.010.361.546.223.130.8割合（％）

150人未満

（n=39）
042418912自治体数

FEDCBA集落人口規模

0.040.060.00.020.020.0割合（％）

023011自治体数1000人以上
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3.018.239.436.412.121.2割合（％）

400人以上1000人未満

（n=33）
16131247自治体数

4.57.561.235.819.425.4割合（％）

150人以上400人未満

（n=67）
3541241317自治体数

0.010.361.546.223.130.8割合（％）

150人未満

（n=39）
042418912自治体数

FEDCBA集落人口規模

10.010.075.030.025.030.0割合（％）

0215656自治体数20％以上

（n=20）

3.811.557.757.730.830.8割合（％）

10％以上20％未満

（n=26）
13151588自治体数

1.85.458.935.719.630.4割合（％）

10％未満

（n=56）
1333201117自治体数

4.821.445.231.09.514.3割合（％）

無し

（n=42）
29191346自治体数

FEDCBA高齢化集落率

10.010.075.030.025.030.0割合（％）

0215656自治体数20％以上

（n=20）

3.811.557.757.730.830.8割合（％）

10％以上20％未満

（n=26）
13151588自治体数

1.85.458.935.719.630.4割合（％）

10％未満

（n=56）
1333201117自治体数

4.821.445.231.09.514.3割合（％）

無し

（n=42）
29191346自治体数

FEDCBA高齢化集落率

〔凡例項目〕

A 森林が荒廃

B 土砂災害、洪水等の危険性が増加

C 農作物の鳥獣による被害が増加

D 災害時における相互扶助機能が低下

E 課題は特にない

F その他

各項目における割合の最上位

■「最も困難な集落」の産業の課題

資料：Ｈ１９年度自治体
アンケート調査結果

高齢化集落率

 

n=144 （複数回答）

集落人口規模

 

n=144 （複数回答）

集落の産業における課題をみると、人口規模が小さいほど、また高齢化集落率が高

 

いほど、産業課題が多い傾向が見られた。
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0.0
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17

61.2
41

64.1
25
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40.040.00.00.00.00.0割合（％）

220000自治体数1000人以上

（n=5）

3.015.233.33.024.29.1割合（％）

400人以上1000人未満

（n=33）
1511183自治体数

3.06.043.311.917.94.5割合（％）

150人以上400人未満

（n=67）
24298123自治体数

0.07.743.617.943.612.8割合（％）

150人未満

（n=39）
03177175自治体数

HGDCBA集落人口規模
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3.015.233.33.024.29.1割合（％）

400人以上1000人未満
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1511183自治体数
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45.0
9

46.2
12

41.1
23

35.7
15
E

35.0
7

73.1
19

58.9
33

57.1
24
F

5.05.035.020.035.015.0割合（％）

117473自治体数20％以上

（n=20）

3.87.746.211.538.57.7割合（％）

10％以上20％未満

（n=26）
12123102自治体数

3.67.146.410.717.93.6割合（％）

10％未満

（n=56）
24266102自治体数

2.416.728.67.121.49.5割合（％）

無し

（n=42）
1712394自治体数

HGDCBA高齢化集落率
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E

35.0
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5.05.035.020.035.015.0割合（％）

117473自治体数20％以上
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3.87.746.211.538.57.7割合（％）
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無し

（n=42）
1712394自治体数

HGDCBA高齢化集落率

〔凡例項目〕

A 共同利用機械・施設等の維持が困難

B 共同作業の継続が困難

C 農道、用排水路・ため池が未整備、

機能低下

D 耕作放棄地が増加

E 周辺地域を含め、地域雇用の場が

ない、就業機会が減少

F 産業を担う後継者が不足

G 課題は特にない

H その他

各項目における割合の最上位

■自治体アンケート（配布数：２５１市町村

 

回収率１００％）



２）自治体・NPO団体アンケート調査結果

集落支援を行っているＮＰＯ法人の活動を、「定住支援（人口動態）」、「国土保全・地域資源保全」、「地域産業・経済振

 
興」、「生活サービス向上」、「地域コミュニティ・交流」５類型に分類すると、「生活サービス向上」に関する取組が多い。

 
また、集落支援に係わる社会実験企画への参画意向を示す団体は都市部に多い。

■九州圏のNPO法人の設立年

資料：Ｈ１９年度ＮＰＯアンケート調査結果

■集落に係わる社会実験企画への参画意向を示すNPO法人の分布

資料：Ｈ１９年度ＮＰＯアンケート調査結果

NPO法人の設立年を県別所在地別に見ると、熊本県、宮崎県を除いてほぼ0～3年

 

で多く、約半数を占める。

設立年度
0～3年 3～5年 5～10年 10～15年 15～20年 20年以上 計

県名

福岡
70 42 40 10 3 7

172
40.7% 24.4% 23.3% 5.8% 1.7% 4.1%

佐賀
23 14 5 3 0 1

46
50.0% 30.4% 10.9% 6.5% 0.0% 2.2%

長崎
35 17 13 5 2 0

72
48.6% 23.6% 18.1% 6.9% 2.8% 0.0%

熊本
21 22 15 5 2 2

67
31.3% 32.8% 22.4% 7.5% 3.0% 3.0%

大分
28 16 11 3 1 3

62
45.2% 25.8% 17.7% 4.8% 1.6% 4.8%

宮崎
9 7 10 0 0 3

29
31.0% 24.1% 34.5% 0.0% 0.0% 10.3%

鹿児島
49 17 10 1 0 1

78
62.8% 21.8% 12.8% 1.3% 0.0% 1.3%

九州圏
235 135 104 27 8 17

526
44.7% 25.7% 19.8% 5.1% 1.5% 3.2%

n=526 （無回答2）

「今後、地域の存続再

 

生を目的とした社会実

 

験（企画・立案含む）を

 

実施する場合、自治体

 

等との協働も含め、参

 

画する意志はあります

 

か」との質問に、200団

 

体が「すぐに参画する意

 

志がある」と回答し、185

 

団体が「すぐには無理だ

 

が、参画を検討する」と

 

回答した。参画意向を

 

示すＮＰＯ法人は都市

 

部に多い。

凡 例

■ＮＰＯ団体アンケート調査結果

■地域の存続・再生への取り組みの分類と実施状況

地域の存続・再生に向けた取り組みの実施状況は、「高齢者等に対する介護サービ

 

スの提供」が最も多く、135団体（約25％）となり、次いで「伝統芸能・文化等の保全活

 

動や、イベント開催に対する支援」が127団体（約24％）となった。

地域の存続再生に関する施策（n=528　複数回答）

135 127
116

52 44
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資料：Ｈ１９年度ＮＰＯアンケート調査結果

■定住支援（人口動態）

• 新規定住者（U・I・Jターン）に対する就業支援

• 新規定住者（U・I・Jターン）に対する不動産斡旋

■国土保全・地域資源保全

• 農林地・水路等の管理が困難になっている地域に

 

対する支援

• 環境保全活動の支援

■地域産業・経済振興

• 地域伝統産業の継承に対する支援

• 新産業創出・企業に対する支援

■生活サービス向上

• 溝さらい、道普請等の共同作業が困難になってい

 

る地域に対する支援

• 地域巡回サービス（コミュニティバス）等の運行支

 

援

• 意思の確保支援及び巡回診療の支援

• 緊急時の情報伝達手段の整備支援

• 高齢者等に対する介護サービスの提供

• 高齢世帯に対する弁当や買い物のサービス

■地域コミュニティ・交流

• 伝統芸能・文化等の保全活動や、イベント開催に

 

対する支援

• ツーリズム等観光事業の支援

4

■NPO団体アンケート（配布数：２，６５９団体

 

回収率約２０％）



３）現地調査からみた地域の詳細把握

現地調査から得られた集落の課題は、市場の縮小や社会ニーズの変化に伴う「地域資産価値の低下」と人口減少・高齢化によ

 
る「人材・組織の低迷」の2点に分けられた。

■現地調査の結果から見た集落の問題課題の分類

5

地域産業・経済
○産業構造の転換、エネルギーの転換
○市場競争の激化（農林水産物の市場価格

 

の低迷）
○市場ニーズの変化（食生活の変化・嗜好

 

の変化）
○２次・３次産業の地域経済への波及効果

 

の減少

集落の課題

生活サービス
○人口減少に伴う公共サービス享受者

 
（市場）の減少

○公共サービス維持のための負担増大
○購買意欲の高い若年世代の流出

地域コミュニティ・交流
○後継者の流出
○高齢化に伴う共同作業の実施回数の

 
低下に伴う地域環境・景観の悪化

○高齢化に伴う地域コミュニティ活動へ

 
の参画意向・関心の低下

国土・地域資源
○人口減少と高齢化に伴う共有林など

 
の共有財産や農林地の管理低下と国

 
土保全機能の低下への懸念

○伝統芸能・祭事の簡便化や喪失懸念

 地域資源・資産の価値低下 人材・組織の低迷

棚田等の耕作放棄 土砂災害の発生
モラルの低下による不法投

棄の増加
伝統芸能・祭事の簡便化・

喪失懸念

学校の閉校

共同作業の負担増大

国
土
・
地
域
資
源

地
域
コ
ミ
ュ

ニ

テ
ィ

・
交
流

空き家の放置 共有財産の管理低下 寄り合いの減少

後継者の流出

生
活
サ
ー

ビ
ス

公共交通の維持困難 医療・福祉の維持困難 購買意欲の高い世代の流出

産業の担い手の高齢化農産物価格・村価の低迷

地
域
資
源
・
経
済

漁獲量の減少

都市部
へ

材

地
域
産
業
・
経
済



４）課題解決にむけた取組の構造
集落に顕在化する課題の解決に向け、集落の「人材組織の強化」及び「地域資源・資産の価値向上」を図る必要がある。しか

 
し、人口減少・高齢化が進む集落が単独で取り組むことは困難であるため、周辺集落や他出者、都市居住者等外部支援者の協力

 
により「外部人材の投入」、「メニュープログラムの開発」、「参加の場づくり」、「情報の利活用」、「仕組み・事業制度の

 
構築」を行う必要がある。

■地域の存続・再生に向けた取組の構造

 

メメニニュューー・・ププロロググララ

ムム開開発発  

・・地地域域資資源源発発掘掘・・活活

用用支支援援  

・・人人材材育育成成ププロロググララ

ムム開開発発支支援援  

外外部部人人材材のの投投入入  

・・専専門門家家派派遣遣  

・・外外部部ボボラランンテティィアア

投投入入  

・・教教育育機機関関ななどど外外部部

機機関関ととのの連連携携  

・・半半定定住住型型ななどど新新たた

なな居居住住ｽｽﾀﾀｲｲﾙﾙ定定着着へへ

のの支支援援体体制制のの構構築築  

人材・組織

の 

強化 

地域資

源・資産の

価値向上

外部人材 

の投入 

（商 等）

情報の 

利活用 
集落・周辺地域

仕組み・ 

事業制度 

の構築 

場づくり 

場場づづくくりり  

・・資資源源活活用用型型活活動動拠拠点点のの形形成成  

・・交交流流・・ふふれれああいいのの場場のの形形成成  

メニュー 

プログラム開発 

関係者 

仕仕組組みみ・・事事業業制制度度のの構構

築築  

・・広広域域交交流流・・定定住住支支援援

・・資資源源循循環環・・有有効効利利用用

・・地地域域経経済済循循環環構構築築支支

援援  

・・地地域域公公共共交交通通ななどど生生

活活ササーービビスス提提供供・・助助

成成  

・・自自立立的的なな地地域域づづくくりり

計計画画策策定定支支援援 

情情報報のの利利活活用用  

・・情情報報発発信信ココンンテテンンツツ

開開発発  

・・情情報報発発信信シシスステテムム開開

発発  

・・情情報報発発信信ツツーールル･･端端

末末開開発発  

・・情情報報発発信信拠拠点点形形成成  

地地域域にに存存在在すするる資資源源・・資資産産  

・・田田畑畑、、森森林林  

・・地地域域産産品品、、工工芸芸品品  

・・既既存存施施設設((空空きき家家、、廃廃校校、、庁庁舎舎、、道道のの駅駅等等))  

・・伝伝統統文文化化・・芸芸能能、、食食文文化化  

・・自自然然・・景景観観資資源源 6

自治体、ＮＰＯ法人からのアンケート調査結果により得られた、集落支援策や今後支援策として考えられることをまとめると、外部支援メニューは①「外部人材の投入」、②「メニュー

 

プログラムの開発」、③「参加の場づくり」、④「情報の利活用」、⑤「仕組み・事業制度の構築」の５つに分類される。



５）社会実験企画の提案
集落支援施策を具体化させるため、「地域産業・経済を活性化させる地域ブランドの構築」、「集落の生活サービス機能の充

 
実化を目指した生活拠点整備」、「地域コミュニティ交流を促進させる外部人材、多様な地域とのつながりの創出」、「有効に

 
使われていない国土（農地・森林）や地域資源活用」に着目した４つのテーマに関する社会実験企画を提案した。これらのメ

 
ニューの実施にあたっては、現在進行中の他の集落の存続・再生先行事例を調査した後、対象となる集落の選定を行い、十分な

 
準備期間が必要である。

■ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞｱﾌﾟﾛｰﾁ～消費者志向の地域ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ開発～ ■複合生活サービス拠点～利便性向上拠点の既存施設活用モデル～

■多世代交流プログラム～お宝プロデュースとファンクラブ～ ■暫定居住プログラム～協働型ライフスタイル～

・地元、大都市圏から海外まで見据えた消費者ニーズの徹底し
た把握

・生産・流通・消費等のコスト構造の分析

国内外
マーケッティング

分析

STEP1

ネット
販売

物産館
販売

プロセス1
埋もれた地域資源の
発掘、知恵・技術の活用

プロセス2
生産、製造・加工体制
の確立

プロセス3
多様な販売方法の選択

消費者ニーズに合致した埋も
れた地域資源、調理・加工法
等の発掘

地益幅の大きい流通・販売方法
の選択

地域産に拘った一次産業と製
造・加工の連携した体制の構築

消費者ニー
ズ・コスト構

造に
合致した
資源発掘

製造・加工

流通・販売の
プロセス構築

STEP2

社会実験モデル

国内外マーケット
調査・分析に対する
専門家アドバイス

地域資源等の発掘に
向けたマーケット分析の
専門家派遣や異業種との

交流の場の形成支援

ブランド構築や
効率的な生産・加工

プロセス構築に向けた
専門家アドバイス

高度情報基盤の整備や
販売拠点の形成支援

ＩＣＴ人材・販路開拓等
の専門家のアドバイス

連携交流支援

公共交通路線・運行方式
の見直しや施設の
リニューアルへの
専門家アドバイス

施設リニューアル
への支援

関連機関の組織横断的な
連携・調節による多様な

生活サービス機能の
集約立地のモデル構築

医者など専門家の派遣

広域連携の仕組みや
組織体制構築への支援

市場開拓につながる
新たなツーリズム

の企画・運営等への
専門家アドバイス

連携交流支援社会実験モデル

既存の観光交流拠点
（道の駅等）施設
のリニューアル

地域公共交通
（地域内交通、広域交通）

すべてが一箇所に集約された
ターミナル拠点

簡易商店 飲食

医療・保健・福祉

その他、
金融（ＡＴＭ）

ガソリンスタンド
等併設

複合的な生活
サービス機能の集約化

他の交流施設との広域的な
連携により新規需要を開拓
する新たなツーリズム等の
企画・展開

既存交流施設のリニューアル
とターミナル機能の創出

STEP1

人々の安全・安心を支える
複合生活拠点の形成

STEP2

新たなツーリズム等
の広域連携の創出

STEP3

広域的な
連携

個人と地域をつなぐ
コーディネーターや

インターブリーダーの
育成

多世代向けの
体験交流プログラムの
開発・運営や受入側の

人材育成や組織構築への
専門家アドバイス

滞在拠点の整備等
への支援

ファンクラブをつなぐ
ＩＣＴ活用の情報交流の

仕組みづくりへの
専門家派遣や
アドバイス

ファンクラブ運営支援

連携交流支援社会実験モデル

商品企画
への参加

伝統芸能
への参加

交流を通した出会いから、個人と個人との
つながりへ発展し、“縁”を深める

多世代に向けて
体験プログラムを構築

※2※1

廃校等を活用した滞
在拠点の形成

※1

※1※3

体験交流参加者の輪を組織化

こだわり発見が育む
地域の縁づくり

STEP1

多世代向け体験交流
プログラムの構築展開

STEP2

外に広がる
ファンクラブの結成

STEP3

ニーズ把握調査への
専門家派遣と

ＩＣＴ活用支援

空き家点検、賃貸に
向けた権利調整

ＩＣＴ活用の
空き家バンク構築支援

地域コミュニティ活動
への参加機会の確保と、

地域参加誘導の
コーディネート・

仲介支援

受入側と暫定居住側の
就業マッチングに向けた
地元受入側と暫定居住者

のコーディネート・
仲介支援

連携交流支援

暫定居住プログラム
の構築への

専門家アドバイス

産
業
・
就
業

地
域

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

マッチング

社会実験モデル

ＵＩＪターン
希望者の

ニーズ把握

STEP1

暫定居住
の準備と

プログラム
構築

STEP2

“暫定居住”
プログラム

の構築・展開

STEP3

ＵＩＪターン
希望者の

移住目的、
及び要望把握
とマッチング

分析

移住目的
田舎暮らし・スローライフ
健康（アレルギー・喘息等）

要望の把握
居住スタイル
就業希望（技術や経験とマッチング）

様々なタイプ
の空き家を

リニューアル

暫定居住者用
情報バンク

の構築

“暫定居住”コースの構築
1年、複数年滞在型
二地域居住型

暫定居住者 受入側

青年団等加入に
よるコミュニティ

参加

青年団等参加
による負担軽減

暫定居住者の知恵
・技術の活用

生活を支える
就業機会の確保

出典※1：「村勢要覧

 

星野村21」福岡県星野村
※2：「西米良型ワーキングホリデー」宮崎県西米良村
※3：「かりこぼん

 

香里行本～にしめらの香りの里あんない」宮崎県西米良村 7



２．平成２０年度
 

調査の概要



２. 平成20年度

 
調査の概要

【目的】

「自立した元気な九州圏土づくり」を目指し、小規模・高齢

 
化集落の活力維持・向上に向けた取り組みを通して支援

 
の方策について検討する。

【方針】

検討にあたっては、人のくらし・生活をいかに維持していく

 
かに焦点を当てるとともに、統計データでは現れない、以

 
下の点等に着目し、即地的な調査・検討を進める。

・ワークショップにより、住民意思・意向を把握。
・近隣地域や親族、他出者との相互扶助機能。
・集落支援への協働体制のあり方検討。

また、

 

住民発意の「集落元気づくり」の検討過程や協働

 
体制の検討結果等を、自治体や住民が取り組む際に活

 
用できるように知恵袋集として取りまとめた。

調査の目的・方針

【集落アンケート調査による実態把握】
・集落住民を対象に、統計では現れない集落の実態を把握

 
した（住民の居住に当たっての不安要因、集落の活力維

 
持・向上に向けた「集落元気づくり」への取り組み意欲等）

【先行事例調査からみた集落支援事例】
・NPO、大学、他出者、集落連携により、集落支援が実施さ

 
れている事例を調査し、「集落元気づくり」の参考とした。

【ワークショップ開催による集落支援】
・宮崎県児湯郡西米良村八重集落を対象に、集落の抱える

 
問題等の現状を把握した。

・「集落元気づくり」の検討を行い、取組体制や取り組み実

 
現に向けた役割分担・外部支援策を検討した。

【「集落元気づくり」への支援策の提案】
・九州圏において集落支援を実施するための提案を行った。
（提案項目：①集落データベースの作成、②集落元気づく

 
りへのきっかけづくり、③自立的な集落元気づくりの取組

 
体制の構築、④集落元気づくり知恵袋集の作成・更新、⑤

 
集落元気づくりを支援する中間組織の検討）

調査のまとめ

検討委員会の主な議題

■調査の実施方針

■集落アンケート調査方針と項目の検討

■先行事例調査項目の検討

■ワークショップ対象地の検討

■調査の実施方針

■集落アンケート調査方針と項目の検討

■先行事例調査項目の検討

■ワークショップ対象地の検討

第１回

 

検討委員会

 

(平成20年12月11日)

■集落アンケート調査の結果報告

■先行事例調査の結果報告

■ワークショップ対象地の選定及び運営方針

■集落アンケート調査の結果報告

■先行事例調査の結果報告

■ワークショップ対象地の選定及び運営方針

第２回

 

検討委員会

 

（平成2１年1月26日）

■文献と現地調査による現状と住民意向把握

■住民発意の「集落元気づくり」への支援

■文献と現地調査による現状と住民意向把握

■住民発意の「集落元気づくり」への支援

ワークショップ（３回）

 

（平成21年2月～3月）

■ワークショップでの検討結果報告

■住民発意の「集落元気づくり」への提案

■協働体制の検討

■知恵袋集の検討

■ワークショップでの検討結果報告

■住民発意の「集落元気づくり」への提案

■協働体制の検討

■知恵袋集の検討

第３回

 

検討委員会

 

（平成2１年3月23日）

■広域地方計画への活用

■各自治体の取り組みへの活用

■広域地方計画への活用

■各自治体の取り組みへの活用

成果の活用

調査フロー

【10～11月】

【12月】

【2～3月】

調査計画の策定調査計画の策定

集落元気づくりワークショップ集落元気づくりワークショップ

【3月】

集落アンケート
調査

集落アンケート
調査 先行事例調査先行事例調査

（自治体を含む）

住民発意の「集落元気づくり」

 
への提案

 及び

協働体制のあり方検討

住民発意の「集落元気づくり」

 
への提案

及び

協働体制のあり方検討
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１）

 
集落アンケート調査

集落住民を対象に、統計では現れない集落の実態把握や住民の居住に当たっての不安要因や、集落の活力維持・向上に向けた

 
「集落元気づくり」への取り組み意欲を確認した。集落の小規模化・高齢化は「居住継続意志」や「集落元気づくり」への取組

 
意欲に影響を及ぼすことがわかった。

■九州圏における典型的な小規模・高齢化集落 ■集落の世帯規模と高齢化率の関係

資料：「Ｈ２０年度存続・再生集落アンケート調査」国土交通省資料 資料：「Ｈ２０年度存続・再生集落アンケート調査」国土交通省資料

■今後居住を継続する上での不安の度合い ■居住継続への意識

資料：「Ｈ２０年度存続・
再生集落アンケート調査」
国土交通省資料

9

本調査を進めるにあ

 

たり、集落を客観的な指

 

標により、「典型的な小

 

規模・高齢化集落」とし

 

て位置付けた。
ここでいう、典型的な

 

小規模・高齢化集落と

 

は、自治体が「存続が

 

危ぶまれる集落」として

 

実感する高齢者率で概

 

ね30％以上、世帯数で

 

概ね150世帯以下の集

 

落とした。（全体の概ね9

 

割をカバー）

世帯規模が大きいほ

 

ど、高齢化率50％以

 

上の集落の割合

 

（24.0％）は低くなって

 

いる。
また、世帯規模が小さ

 

いほど、高齢化率50％

 

以上の集落の割合

 

（7.6％）は高くなってい

 

る。

不安に感じる項目は、「医療施設が遠い」（116集落）が最も多く、次いで「鳥獣被害等

 

が増加している」（94集落）となっている。地域コミュニティの不安は、「隣近所の付き

 

合いが減ってきている」（16集落）が他に比べ少なくなっている。

世帯規模が小さくなるほど、また、高齢化率が高くなるほど、

 

「集落を離れざるを得な

 

い」、「離れるつもりである」との回答が多くなっている。
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■配布数：自治体１３５市町村、４８１集落

 

■回収率：自治体９９．３％、集落６９．２％



１）

 
集落アンケート調査

■集落の交流（コミュニティ機能）；集会施設の有無

資料：「Ｈ２０年度存続・再生集落アンケート調査」国土交通省資料

集落元気づくりへの実施体制としては、国や自治体に対する期待が高い一方で、集落元気づくりへの取組意志がない集落が

 
あった。また、集落規模が小さい集落ほど集落元気づくりに向けた話し合いの場が少ないことも把握された。

10

■今後居住を継続する上で必要な支援体制

資料：「Ｈ２０年度存続・再生集落アンケート調査」国土交通省資料

「集落の相互扶助」、「国や自治体の支援・協力」は、「とても必要」、「必要」との回答

 

が、合わせて約9割を占める。
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とても必要 必要 やや必要 不必要とても必要 必要 やや必要 不必要

■集落元気づくりに向けた取組意向

資料：「Ｈ２０年度存続・再生集落アンケート調査」国土交通省資料

世帯規模が大きくなるほど、「既に取り組みを実施している」の割合が高くなっている。

 

また、取り組み意欲は集落規模が20世帯以上50世帯未満の集落が高くなっている。
小規模で高齢化率の高い集落ほど集落元気づくりへの取り組み意欲が低い。
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家族や親族）と協力して取り組
みたい

集落外の支援者（住民ボラン
ティア、住民団体、企業、NPO、
専門家、大学生等）と協力して
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今のところ取り組む気はない
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集落外の支援者（住民ボラン
ティア、住民団体、企業、NPO、
専門家、大学生等）と協力して
取り組みたい

今のところ取り組む気はない今のところ取り組む気はない

世帯規模別取り組み状況と取り組み意欲

高齢化集落別と取り組み状況と取り組み意欲

集会施設がない集落の

 

約9割が20世帯未満の

 

集落であり、小規模な

 

集落ほど集落元気づく

 

りへの取り組みを開始

 

することは困難である。

■集落元気づくりに向けた取組意向

資料：「Ｈ２０年度存続・再生集落アンケート調査」国土交通省資料
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ある」
(47.1%)

「既に実施している」
(17.4%)
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(35.5%) （単位：集落数）

集落元気づくりに向けた取組を「既に実施している」との回答が17.4％となり、「取り組

 

み意欲がある」との回答が47.1％、「今のところ取り組む気はない」との回答が35.5％

 

となっている。
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２）先行事例調査からみた集落支援事例
■先行事例調査

NPO、大学、他出者、集落連携により、集落支援が進行過程にある５つの事例を調査し、「集落元気づくり」の参考とした。

「集落元気づくり」の取組を持続
できる仕組みの構築
小規模・高齢化が進む集落に対し、集落
元気づくりを持続的に展開できる連携・支
援体制の構築が必要

近隣のNPOとの出会い

 
が集落とNPOの連携を

 
容易にし、持続的な活

 
動へとつながった。（基

 
山町宮浦集落）

集落出身者の地縁

 
（同窓会）が集落支

 
援を持続的に展開

 
（出水市平岩集落）

住民の不安を解消する「集落元気
づくり」への取組
鳥獣被害、生活サービス(医療・教育

等）不足、災害不安、共同作業の実施
困難など、集落元気づくりには居住継続
に向けた不安解消が求められる

災害時に集落

 
の孤立化を防

 
ぐための防災

 
点検や避難訓

 
練を支援（山都

 
町菅地区）

荒廃した棚田

 
の維持を大学

 
生が実施し、景

 
観維持（宇佐

 
市院内町余谷

 
地区）

外的支援による「集落元気づくり」
のきっかけづくり
外的支援により活動を開始し、その後
自立していく事例が多く見受けられた

学生の農業体験交流

10年前に行政支援

 
を受けて取組開始。

 
現在は集落連携に

 
より自立して活動

 
（宇佐市院内町余

 
谷地区）

他出者が荒廃した滝

 
周辺を整備し始めたこ

 
とで集落全体の活動

 
に発展（南さつま市長

 
谷集落）

「集落元気づくり」に取り組んでいる
様々な主体
集落元気づくりの取組主体は、ＮＰＯ、
他出者団体、大学、行政等があること
がわかった 大学支援によるﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

地元大学による集落支援(ワーク

 
ショップ、避難訓練等)により災害

 
軽減を目指す（山都町菅地区）

ちごの滝村交流館

従来集会所の隣にNPOも気

 
軽に集える交流館を整備（南

 
さつま市長谷集落）

９つの集落が連携した委員会

 
を設立し協働で活動を行う

 
（余谷:宇佐市院内町）
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余谷２１世紀委員会

集落代表とNPOの出会い
他出者の同窓会が支援

 

のきっかけ

荒廃していた滝を整備

コミュニティバスを使っ

 

た避難訓練
棚田維持の担い手

 

として学生が農作業 登り窯を建設

集落に登り

 
窯を建設し

 
都市との交

 
流推進（南

 
さつま市長

 
谷集落）



世帯規模・高齢化実態等の条件から
典型的な小規模高齢化集落を抽出

第1回 現状の問題を見てみよう
世帯毎の家族構成・後継者（他出者含む）や集落の資源を把握することで集落の現状を

 
共有

 

（参加者数29名）

第2回

 
自分たちの１０年後を考えてみよう

10年後の集落の姿を考え、集落の問題・課題の抽出と取組の話し合い（参加者数25名）

第3回

 
集落の未来について語ろう

集落の問題・課題を解決するための集落元気づくりの具体化（参加者数31名）

平成平成2121年年22月月1010日（火）日（火）

平成平成2121年年22月月2727日（金）日（金）

平成平成2121年年33月月99日（月）日（月）
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集落の不安と資源把握

 
（ガリバーマップ作成）

４つのプロジェクト立案

 
（取組の方向性検討）

実現に向けた役割分担

 
（全体での合意形成）

平成21年2月～3月にかけて、宮崎県児湯郡西米良村にて3回のワークショップを開催し、集落元気

 
づくりの策定を行った。参加者は各回とも30名程度であった。

３）ワークショップ開催による集落支援

■ワークショップ日程と開催内容

■ワークショップ対象集落の抽出

集落元気づくりの実現を見据え、典型的な小規模高齢化集落の中から、世帯規模30世帯以上の集落を対象集落として抽出した。

30%
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50%

60%

70%

80%

90%

100%

0 20 40 60 80 100 120 140
世帯数

高

齢

化

農山漁村地域 離島 中心市街地 郊外住宅地 昨年度調査実施

西米良村
八重集落

n=481集落

客観的指標
高齢化率；概ね30％以上
世帯数；概ね150世帯以下

自治体実感
存続が危ぶまれる集落

（平成19年度アンケート調査）

典型的な小規模・

 
高齢化集落

（アンケート調査対象集落）
481集落（13５自治体）

【対象集落の抽出プロセス】



①特産品づくり
○獣害が多い八重で、獣害を受けない作物を作っていた先人の

 
知恵を参考に、特産品を作ることとした。

③災害対策
○平成16年に台風が八重を襲い、甚大な被害をもたらした。その

 
時、集落で一体的な行動がとれなかった。

②イベント開催
○台風災害から寄り合いが減り、集落のみんなで楽しむことがな

 
くなった。

④鳥獣被害対策
○八重では鹿、猪、猿による被害が多く、主に造林地や畑で起

 
こっており、抜本的な解決策が無く困っている。

光男さくらを活かした
イベント開催

ミツマタを活

 
用した地域

 
特産品開発

鹿に皮を食べられたヒノキ

新たに整備された集会所

光男さくら

ミツマタ

猟師育成による獣害

 
対策

集落の一体的避難行動

「MADE

 

IN そこらへん」

 
～ミツマタ・キヨシの花だらけ村～

「災害に負けない八重地区」

 
～みんな進んでニコニコ避難

清光さんと一緒～

「我が家の猟師さんで昔の村を取り戻そう」

 
～ミツマタ・キヨシの花だらけ村～

「八重夜桜まつり」

 
～先ず地元→村内→村外～

・ミツマタで新たな季節の彩りを加える
・ミツマタを使って、紙の生産を復活
・茶の実油を採取して商品化
・カヅラを使ったクリスマスリース作り
・草木染め

・ミツマタで光男さくらに彩りを与える
・花見でバーベキューがしたい
・夜桜を楽しむためにライトアップ
・イベントスペースの確保

・避難者リストの作成・更新
・消防団の定年延期
・食料備蓄
・避難時の声かけ、避難訓練の実施

・住民の狩猟免許取得で鳥獣撲滅
・捕獲した食肉を資源化→特産品化
・その他の動物の活用
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３）ワークショップ開催による集落支援
■ワークショップによる集落元気づくりの提案

暮らしの不安解消への様々なアイデアが話しあわれる中で、全てのテーマを全員で共有し、集落活動の参加者の目標を“ミツ

 
マタ”に結実させることができた。

八重集落の集落元気づくり全体テーマ

 

「ミんなで

 

ツくって

 

マもろう

 

タから

 

～とりあえずミツマタ～」

松之元の避難所

光男さくら

和紙の原料になるミツマタ

どうしても被害を減らし

 
たい。狩猟免許を取る

 
ぞ。

ミツマタ栽培

 
を、観光産業

 
として本気で

 
考えています。

 
村民全体で考

 
えて努力すれ

 
ば、4～5年で

 
完成する。

これからも八重で生活する上で、災害

 
に負けない心が必要。災害にいつ

 
あってもいいように、家内でも話し合

 
いをしたい。

まずは、あらゆるものを使って、地元で

 
楽しむ事から始められるという事もあり、

 
子育てで忙しい日々の今でも出来そう

 
な気がしました。



３）ワークショップ開催による集落支援

■ワークショップの開催

ワークショップ開催の結果、集落元気づくりのきっかけとなる成果を挙げることが出来たほか、ワークショップ開催上の課題や

 
集落元気づくりへの取組支援段階は５つに分かれることがわかった。

■集落元気づくりＷＳで得られたＷＳ開催上の課題と集落元気づくりの段階整理
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集落元気づくりの段階

第０段階

参加の場の創出

第１段階

気づきの誘発

第３段階

自ら実行する意志

第２段階

第４段階

元気づくりの実施

集落元気づくりの方向性

集落元気づくりの段階

第０段階

参加の場の創出

第１段階

気づきの誘発

第３段階

自ら実行する意志

第２段階

第４段階

元気づくりの実施

集落元気づくりの方向性

ＷＳ開催状況と内容 ＷＳで得られた開催上の課題

ＷＳ事前準備

①住民への参加の呼びかけ
②区長への挨拶と予備調査
③全世帯アンケート調査

第1回ＷＳ
①グループ分け
②現在と将来の人口構成は？
③集落の他出者の実態
④集落の不安と資源

第2回ＷＳ

①参加者が希望する集落元気づくりテーマ
②先行事例の紹介による情報提供
③プロジェクト立案

第3回ＷＳ

①四面会議を用いた取組への合意形成
②ここから始めます！！！
③集落の全体目標の共有化

○定量的な統計データのみでは得られない集
落実態の把握が不可欠である

○子どもの進学による教育費負担増や、医療
や公共交通の不足への “対応や支援”を今後

検討していく必要がある

○ 年配者や男性からの意見が強く、若い人や

女性などからの発言が少なくなってしまうこ
とへの配慮が必要

○先行事例の紹介にあたっては導入の経緯や
工夫等についても紹介する必要がある

○自分たちではできない課題にぶつかった時、
人的支援や助成制度などのアイデア（情報）
の充実が必要である

○資源活用への知恵や情報助っ人が必要で
ある

○自分たちによる解決力を高めるツール（ネッ
ト利用や効果的な事例、制度紹介）が必要で
ある

ＷＳ開催状況と内容

ＷＳ事前準備

①住民への参加の呼びかけ
②区長への挨拶と予備調査
③全世帯アンケート調査

第1回ＷＳ
①グループ分け
②現在と将来の人口構成は？
③集落の他出者の実態
④集落の不安と資源

第2回ＷＳ

①参加者が希望する集落元気づくりテーマ
②先行事例の紹介による情報提供
③プロジェクト立案

第3回ＷＳ

①四面会議を用いた取組への合意形成
②ここから始めます！！！
③集落の全体目標の共有化

○定量的な統計データのみでは得られない集
落実態（例えば住民の生活不安がどこなるか
等）の把握が不可欠である

○集落の既存資源を住民が気づくよう、外部支

 
援者が働きかける必要がある。そのために、

 
事前に集落を外部者の視点で調査する

○ 年配者や男性からの意見が強く、若い人や

女性などからの発言が少なくなってしまうこ
とへの配慮が必要

○先行事例の紹介にあたっては導入の経緯や
工夫等についても紹介する必要がある

○自分たちではできない課題にぶつかった時、
人的支援や助成制度などのアイデア（情報）
の充実が必要である

○資源活用への知恵や情報助っ人が必要で
ある

○自分たちによる解決力を高めるツール（ネッ
ト利用や効果的な事例、制度紹介）が必要で
ある



４）「集落元気づくり」への支援策の提案

■集落における課題と今後の取組提案

①集落データベースの作成、②集落元気づくりへのきっかけづくり、③自立的な集落元気づくりの取組体制の構築、④集落元気

 
づくり知恵袋集の作成・更新、⑤集落元気づくりを支援する中間組織の検討について提案した。

■集落元気づくりの実現に向けた五つの提案事項

集落基礎データは既存統計データでは把握
困難

集落単位実態を踏まえて考え方の整合を図る
提案①集落情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ(仮称)作成
○集落の正確な実態把握
（20世帯以下，集落単位の整合）

○集落情報のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞによる継続的な収集

小規模集落の実態把握はさらに困難

把握が困難な小規模集落に対しても実態を継続的に
把握する事が必要

集落支援を行うのに必要な基礎情報を独自に集める
ことが必要

世帯毎のきめ細やかな情報分析が必要

世帯毎の実態把握のため、他出者や世帯毎の不安
等のきめ細やかな実態の把握と分析が必要

提案②集落元気づくりへのきっかけづくり
○世帯ごとのニーズ、意志に基づく元気づくり
○ＷＳの効果検証のための半島や離島、小規
模集落等での展開

○通い型（ＷＳ等）と住み込み型の採用

参加の場の創出でのＷＳ開催効果を確認

九州圏特有の離島・半島地域等の集落でも実施・検
証する必要がある

小規模集落等、参加の場の創出が困難な集落におい
て、集落再編や住み込み型等の手法の検討

集落元気づくりへのきっかけづくりに向けた行政など
が主体となった集落外部からの支援が必要

小規模な集落ほど集落元気づくりへの取組
を開始することが困難

集落元気づくりの話し合いの場の創出に困っている小
規模集落に対する支援が必要

きっかけづくりは、外的支援が有効

効果的な先行事例の紹介が必要
集落元気づくりに有効な多様な分野にまたがる先行
事例を活用するための収集・整理が必要

提案④集落元気づくり知恵袋集の作
成・更新

○使いやすい検索キーの工夫（多様な分野へ
のニーズに対応）

○支援組織、交流の場づくりの事例収集・整理
○進行過程の事例の収集・整理（実現プロセス
や課題克服への工夫等）

○利用性と注目度の高さを維持する定期更新

集落元気づくりへの支援者は多様

現在実行中のものも含め、事業進行過程にある事例
を収集し、実現プロセスや課題克服への工夫等を整
理し活用することが必要

集落元気づくりにおける支援組織、交流の場づくりに
着目した事例紹介が必要

集落元気づくりには取組を始めたきっかけや
プロセス事例が有効

本調査の成果・わかったこと 課 題 今後の取組提案

提案⑤集落元気づくりを支援する中間
組織の検討

○元気づくりのきっかけづくりから自立までを支
える支援者・団体を支援する中間組織の構築

○産学公民の組織横断的な取組体制づくり
○集落支援づくりに携わる専門家の育成
○実行段階におけるノウハウ提供(知恵袋集）

ＷＳ後の実行段階での支援策の検討

集落元気づくりのきっかけづくりをはじめとして行政
が関与する支援体制の構築が必要

集落元気づくりへの支援分野は多様

集落元気づくりに取り組む専門技術を有する人材育
成の検討

実行段階において集落及びその支援者が求める支
援及びフォローアップの検討

集落元気づくりを支える専門家の育成

行政への「集落元気づくり」への支援要望は
高い

多様な集落側ニーズへ対応するため、横断的な組織
体制による集落支援の検討

提案③自立的な集落元気づくりの取組
体制の構築

○暮らしの不安解消・軽減に向けた取組推進
○他出者も含む取組体制の検討

アンケート ワークショップ 先行事例

暮らしの不安の解消が必要

集落の近隣に生活する他出者の実態

九州圏内で集落元気づくりへ協力意向のあ
るNPOは約２００団体

人が生活を続けていくための不安解消が必要

集落の周辺に居住する他出者も持続的な支援者

無理のない集落支援体制を地域の実情に応じて構築

集落基礎データは既存統計データでは把握
困難

集落単位実態を踏まえて考え方の整合を図る
提案①集落情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ(仮称)作成
○集落の正確な実態把握
（20世帯以下，集落単位の整合）

○集落情報のﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞによる継続的な収集

小規模集落の実態把握はさらに困難

把握が困難な小規模集落に対しても実態を継続的に
把握する事が必要

集落支援を行うのに必要な基礎情報を独自に集める
ことが必要

世帯毎のきめ細やかな情報分析が必要

世帯毎の実態把握のため、他出者や世帯毎の不安
等のきめ細やかな実態の把握と分析が必要

提案②集落元気づくりへのきっかけづくり
○世帯ごとのニーズ、意志に基づく元気づくり
○ＷＳの効果検証のための半島や離島、小規
模集落等での展開

○通い型（ＷＳ等）と住み込み型の採用

参加の場の創出でのＷＳ開催効果を確認

九州圏特有の離島・半島地域等の集落でも実施・検
証する必要がある

小規模集落等、参加の場の創出が困難な集落におい
て、集落再編や住み込み型等の手法の検討

集落元気づくりへのきっかけづくりに向けた行政など
が主体となった集落外部からの支援が必要

小規模な集落ほど集落元気づくりへの取組
を開始することが困難

集落元気づくりの話し合いの場の創出に困っている小
規模集落に対する支援が必要

きっかけづくりは、外的支援が有効

効果的な先行事例の紹介が必要
集落元気づくりに有効な多様な分野にまたがる先行
事例を活用するための収集・整理が必要

提案④集落元気づくり知恵袋集の作
成・更新

○使いやすい検索キーの工夫（多様な分野へ
のニーズに対応）

○支援組織、交流の場づくりの事例収集・整理
○進行過程の事例の収集・整理（実現プロセス
や課題克服への工夫等）

○利用性と注目度の高さを維持する定期更新

集落元気づくりへの支援者は多様

現在実行中のものも含め、事業進行過程にある事例
を収集し、実現プロセスや課題克服への工夫等を整
理し活用することが必要

集落元気づくりにおける支援組織、交流の場づくりに
着目した事例紹介が必要

集落元気づくりには取組を始めたきっかけや
プロセス事例が有効

本調査の成果・わかったこと 課 題 今後の取組提案

提案⑤集落元気づくりを支援する中間
組織の検討

○元気づくりのきっかけづくりから自立までを支
える支援者・団体を支援する中間組織の構築

○産学公民の組織横断的な取組体制づくり
○集落支援づくりに携わる専門家の育成
○実行段階におけるノウハウ提供(知恵袋集）

ＷＳ後の実行段階での支援策の検討

集落元気づくりのきっかけづくりをはじめとして行政
が関与する支援体制の構築が必要

集落元気づくりへの支援分野は多様

集落元気づくりに取り組む専門技術を有する人材育
成の検討

実行段階において集落及びその支援者が求める支
援及びフォローアップの検討

集落元気づくりを支える専門家の育成

行政への「集落元気づくり」への支援要望は
高い

多様な集落側ニーズへ対応するため、横断的な組織
体制による集落支援の検討

提案③自立的な集落元気づくりの取組
体制の構築

○暮らしの不安解消・軽減に向けた取組推進
○他出者も含む取組体制の検討

アンケート ワークショップ 先行事例

暮らしの不安の解消が必要

集落の近隣に生活する他出者の実態

九州圏内で集落元気づくりへ協力意向のあ
るNPOは約２００団体

人が生活を続けていくための不安解消が必要

集落の周辺に居住する他出者も持続的な支援者

無理のない集落支援体制を地域の実情に応じて構築
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集落元気づくりへの支援策の提案

集落の基礎データは既存の統計データ

 
では把握が困難
集落単位が自治体毎に異なるため、集落の

 
実態を正確に捉えることが困難

集落単位の実態を踏まえて

 
考え方の整合を図るなどの

 
工夫が必要

九州圏集落情報データベース
(仮称)の作成

20世帯以下の集落の実態も含む、集

 
落情報を継続的に収集し、集落元気づ

 
くりの展開に必要な九州独自の集落実

 
態の継続的に把握する。

小規模集落の実態把握は更に困難
集落アンケートにおいて、小規模な集落ほど、

 
アンケートへの回答率が低く、情報入手が困

 
難であることがわかった

把握が困難な小規模集落に

 
対しても自治体と協力して

 
情報を収集し、実態を継続

 
的に把握することが必要

○自治体・集落からの定期的な

 
集落情報の収集(アンケート）

○地理情報システム等を用いた

 
集落データの集計・蓄積

○集落データの分析
○世帯毎のニーズ把握による他

 
出等の傾向分析

○集落実態を継続的に把握

集落支援を行うのに必要な

 
基礎情報を独自に集めるこ

 
とが必要

世帯毎のきめ細やかな情報分析が必要
世帯毎に実態を点検し、情報分析することに

 
より、身近な集落支援者(他出者）の実態把握

世帯毎の実態把握のため、

 
他出者や世帯毎の不安等の

 
きめ細やかな実態を把握し、

 
その傾向を分析することが

 
必要

凡例
アンケート調査による成果

ワークショップによる成果

先行事例調査による成果

本調査の成果・わかったこと 課 題 今後の取組提案

八重集落の人口構成では、集落人

 
口の2倍が他出している

また、他出者のうち、約３割程度が

 
近隣市町村に定住している。
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20世帯未満

50世帯以上

回収 未回収

20世帯以上
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集落規模別

 
アンケート

 
回収・未回

 
収数
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6

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

町丁目・大字等の

 

住所表示で指定

自治区・地区・小学校区等、
一定の規模で指定

市町村合併の前の行政区

 

（旧町域・村域）で指定

その他

集落の基本単位の考え方 n=135

n=481

B集落
A集落

Ｃ集落

集落情報DB

情報収集
情報収集

情報収集

提案①

 
九州圏集落情報データベース(仮称)の作成
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集落元気づくりへの支援策の提案

参加の場の創出でのＷＳ開催効果を確認
集落元気づくりのWSを、

 
初期段階(参加の場の

 
創出）に開催することの

 
効果が確認された

九州圏特有の離島・半島地

 
域等の集落でも実施し検証

 
することが必要

九州版「集落元気づくり」へのきっ

 
かけづくりＷＳによる支援
八重集落にて実証された集落元気づ

 
くりWSの効果を九州各地で検証する。

 
その際、世帯毎の意向や他出実態も

 
調査し、参加者の意志による元気づく

 
りを支援する。

小規模集落等、参加の場の

 
創出が困難な集落において

 
は、住み込み型をはじめとし

 
たＷＳ以外の手法の検討が

 
必要

集落元気づくりへのきっか

 
けづくりに向けた外的支援

 
に積極的に取り組む事が必

 
要

小規模な集落ほど集落元気づくりへの

 
取組を開始することが困難

集落元気づくりの話し合い

 
の場の創出に困っている小

 
規模集落に対する支援が必

 
要

○ＷＳ開催を地理的条件の違う

 
集落で実施（離島・半島部）

○ＷＳを開催する集落の世帯規

 
模・高齢化率を変えて実施

○本当に支援を求めている小規

 
模集落(２０世帯未満)へは再

 
編も含めた支援策の検討

○ＷＳやその他支援手法につい

 
て検討(地元団体による長期的

 
支援、学生等地元滞在型支援

 
のあり方)

きっかけづくりは、外的支援が有効
先行事例調査において、外的支援により活

 
動を開始し、その後自立していく事例が多く

 
見受けられた

NPO

大学・学生

行政

集落

外部参画による

 
きっかけづくり

周辺集落

他出者団体

 

八重集落でのＷＳは集落

 
活動のやる気（新たな取

 
組）に結びついた

学生の農業体験交流

10年前に行政支援を受

 
けて取組開始。現在は集

 
落連携により自立して活

 
動（余谷:宇佐市院内町）

集落元気づくりﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ

9.4%

22.8%

36.2%

12.5%

24.1%

25.5%

24.4%

16.5%6.3%7.6%

43.8%

22.8%

27.7%

4.3%

5.6%
4.4%

6.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20世帯未満

20世帯以上

50世帯未満

50世帯以上

既に取り組みを実施している

集落内で話し合いをしたい

周辺集落と協力して取り組みたい

他出者と協力して取り組みたい

集落外の支援者と協力して取り組みたい

今のところ取り組む気はない

世
帯
規
模

集落元気づくりへの

 
取り組み意欲 集会場施設がない

集会施設がな

 

い集落の約9割

 

が20世帯未満

小規模集落の4 
割以上が取り組

 

む気がない
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凡例
アンケート調査による成果

ワークショップによる成果

先行事例調査による成果

本調査の成果・わかったこと 課 題 今後の取組提案

提案②

 
九州版「集落元気づくり」へのきっかけづくりＷＳによる支援

集会場施設がない集落
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集落元気づくりへの支援策の提案

九州版「自立的な集落元気づく

 
り」の取組体制の構築
集落に人が住み続けることにより維

 
持される国土の保全をはじめとした暮

 
らしの不安軽減を図った上で、自立的

 
な集落元気づくりの体制を検討し、構

 
築を支援する。

後継者を含む他出者が集

 
落周辺に住んでいる場合、

 
持続的な支援者として他出

 
者も含め考えていくことが

 
必要

持続的な集落元気づくりの

 
展開には、新たな支援者も

 
含めた支援体制を地域の実

 
情に応じて構築することが

 
必要

暮らしの不安の解消が必要
集落アンケートに記された暮らしの不安の解

 
消は集落元気づくりのために先ず考える必要

 
があるが、集落だけで取り組む事が困難なこ

 
とも多い

人が生活を続けていくため

 
の不安解消が自立的な集

 
落元気づくりにはまず必要

○集落の暮らしの不安解消・軽減

 
に向けた取組の推進

○集落再編や他出者等の協力も

 
含めた「集落元気づくり」の実

 
現に取り組む体制の検討・構築

 
支援

九州圏内で集落元気づくりへの協力意

 
向のあるＮＰＯは約２００団体
H19年度アンケート調査において、集落支援

 
を考えても良いと回答したNPOは九州圏で

 
約２００団体存在した
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凡例
アンケート調査による成果

ワークショップによる成果

先行事例調査による成果

本調査の成果・わかったこと 課 題 今後の取組提案

提案③

 
九州版「自立的な集落元気づくり」の取組体制の構築

集落の近隣に生活する他出者の実態
八重集落の全世帯アンケートより、日常的に

 
戻れる距離に居住している世帯も多い
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山林、田畑の管理がままならなくなってきている

地域行事を営むことができなくなってきている

共同作業を営むことができなくなってきている

隣近所の付き合いが減ってきている

医療施設が遠い（医療サービスを受けにくい）

福祉施設が遠い（福祉サービスが受けにくい）

日用品・食料品の買い物が出来る店が遠い

近くに働く場が無くなってきている

日常の移動手段がなくなってきている

郵便局や農協が近くになく、預貯金の出し入れが困難

土砂崩れ、崖崩れ等の発生の危険性が高い場所がある

災害時の避難活動が困難になってきている

災害により集落が孤立する

その他

集落元気づくりの実現

暮らしの不安解消・軽減等

国土の保全

災害の軽減

暮らしの支援

暮らしの

 
基盤づくり

資源活用による産業振興等

 
集落元気づくりへの展開



集落元気づくりへの支援策の提案

効果的な先行事例の紹介が必要
ＷＳでの先行事例の紹介は更なる深い議論のた

 
めに有効であるが、事例が不足する分野等の補

 
完が必要である

集落元気づくりに有効な

 
多様な分野にまたがる先

 
行事例を活用するための

 
情報収集・整理や情報提

 
供ツールの充実が必要

九州版「集落元気づくり知恵袋

 
集」の作成・更新と活用
集落元気づくりを行う上で、集落特有

 
の課題を解決するための知識や技の

 
蓄積を図り、個々の集落に顕在化する

 
ニーズ(不安の解消）に合わせた集落

 
元気づくりを進めるツールとして用いる。

集落元気づくりへの支援者は多様
先行事例調査において集落支援を行う支援者は。

 

ＮＰＯ、他出者団体、行政等多様であることがわ

 
かった

現在実行中であるものも

 
含め、事業進行過程にあ

 
る事例を収集し、実現プ

 
ロセスや課題克服への工

 
夫等を整理し活用するこ

 
とが必要

○集落元気づくりに必要な取組

 
分野やプロセスに着目した先行

 
事例の収集・整理を現地調査

 
を基本に実施

○集めた先行事例をデータベース

 
化し、知恵袋集として公表・活

 
用

○集落元気づくりの進行に合わ

 
せ、新たな情報を定期的に更

 
新

集落元気づくりにおける

 
支援組織、交流の場づく

 
りに着目した事例紹介が

 
必要

知恵袋集へ
蓄積

足の便の確保景観の保全

鳥獣被害対策

特産品開発

空き家活用

菅集落（山都町）

地元大学による集落

 
支援(ワークショップ)

ちごの滝村交流館

ＮＰＯによる集落支援

居住を継続する

 
上での不安は集

 
落により異なるた

 
め、地域的特徴を

 
踏まえて収集
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鳥獣被害等が増加している

山林、田畑の管理がままならなくなっている

地域行事を営むことができなくなっている

共同作業を営むことができなくなっている

隣近所の付き合いが減っている

医療施設が遠い

福祉施設が遠い

日用品・食料品の店が遠い

近くに働く場が無くなっている

日常の移動手段がなくなっている

預貯金の出し入れが困難

災害の発生の危険性が高い場所がある

災害時の避難活動が困難になっている

災害により集落が孤立する

集落の方が不安

 

を抱く項目に対

 

する先行事例の

 

提示が重要

←八重集落における不安

集落元気づくりには取組を始めたきっかけ

 
やプロセス事例が有効
現在進行過程にある集落元気づくりの活動主

 
体・集落住民に対する現地調査により、支援を受

 
けたきっかけ・時期について把握したことで、プロ

 
セスも含めた助言が可能となった。 19

凡例
アンケート調査による成果

ワークショップによる成果

先行事例調査による成果

本調査の成果・わかったこと 課 題 今後の取組提案
提案④

 
九州版「集落元気づくり知恵袋集」の作成・更新と活用



集落元気づくりへの支援策の提案

ＷＳ後の実行段階での支援策の検討
集落元気づくりが実行される時の支援体制

 
の構築とその後のフォローアップが必要。

集落元気づくりのきっかけ

 
づくりをはじめとして行政が

 
関与する支援体制の構築

 
が必要

集落元気づくりへの支援分野は多様
鳥獣被害、生活サービス(医療・教育等）支援、

 
災害不安、伝統文化継承、国土保全など、集

 
落元気づくりへの支援分野は広範に及ぶ

集落元気づくりに取り組む

 
専門技術を有する人材育

 
成の検討

九州圏の「集落元気づくり」の支

 
援を行う中間組織の検討
九州圏の集落元気づくりの展開に向け

 
た直接的な支援や支援者・団体の人材

 
育成への支援を行うため、集落に対す

 
る総合的な支援を可能にする専門家

 
集団(中間組織）の設立を検討する。

実行段階において、集落

 
及びその支援者が求める

 
支援及びフォローアップの

 
検討

集落元気づくりを支える専門家の育成
集落元気づくりを集落にて展開するために

 
はある程度の専門性や経験が求められる

行政への「集落元気づくり」への支援要

 
望は高い
集落元気づくりへ取り組む気がある、ないに

 
関わらず、国や自治体への支援・協力要望は

 
高い

○横断的組織体制構築に向けた

 
検討

○集落支援を実施している・実施

 
したい団体との協働的取組体

 
制の検討

○集落データベースの分析、知恵

 
袋集の活用

多様な集落側ニーズへ対

 
応するため、横断的な組織

 
体制による集落支援体制

 
の検討

既に実施している
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周辺集落の協力

他出者の協力

集落外支援者の協力

国や自治体の支援・協力

その他

集落元気づくりを既に

 

取り組んでいる集落
集落元気づくりを

 

取り組む気はない集落

光男さくらの下に挿し木され

 
たミツマタ。今後このミツマ

 
タの活用や都市交流へと活

 
動が発展した際のフォロー

 
アップが必要（八重集落）

20

B集落
A集落

Ｃ集落

中間組織の設立

支援

支援

支援

知恵袋集

専門家集落ＤＢ

凡例
アンケート調査による成果

ワークショップによる成果

先行事例調査による成果

本調査の成果・わかったこと 課 題 今後の取組提案
提案⑤

 
九州圏の「集落元気づくり」の支援を行う中間組織の検討
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